
財政状況等一覧表（平成１９年度）

（単位：百万円）

団体名　　南大東村 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

196 880 46 1,122

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一般会計 2,607 2,547 60 53 － 2,259

港湾荷役業務特別会計 99 81 18 18 － －

一般会計等 2,706 2,628 78 71 2,259

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

国民健康保険特別会計 227 213 14 14 29 － －

老人保健医療特別会計 110 117 △ 7 △ 7 10 － －

簡易水道事業特別会計 109 107 2 2 47 487 314

農業集落排水事業特別会計 29 29 0 0 20 76 63

公営企業会計等　計 9 563 377

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

沖縄県市町村自治会館管理組合 723 717 7 7 69 －

沖縄県市町村総合事務組合 12,072 12,047 25 25 1,252 36

南部広域行政組合 241 163 78 78 3 －

沖縄県町村交通災害共済組合 15 12 4 4 － －

南部広域市町村圏事務組合 300 258 41 41 3 288

沖縄県後期高齢者医療広域連合 984 805 179 179 － －

沖縄県介護保険広域連合一般会計 859 793 66 66 － －

沖縄県介護保険広域連合特別会計 19,909 19,606 303 303 － －

一部事務組合等　計 334 324

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

大東海運株式会社 - 2 11 - - - - -

地方公社・第三セクター等　計 11

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成18年度

A
平成19年度

B
差引
B-A

財 政 調 整 基 金 586

減 債 基 金 140

その他充当可能基金 318

充当可能基金 計 1,044

　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成18年度

A
平成19年度

B
差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成18年度
A

平成19年度
B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 6.00 6.25 0.25 15.00 20.00 4.3

連結実質赤字比率 7.09 20.00 40.00 0.7

実 質 公 債 費 比 率 22.6 20.5 △ 2.1 25.0 35.0

将 来 負 担 比 率 56.7 350.0

財 政 力 指 数 0.16 0.16 0.0

経 常 収 支 比 率 92.4 88.7 △ 3.7

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示しており、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
　　　　　２．「資金不足比率」の早期健全化基準に相当する「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
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市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)

沖縄県 南大東村
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

1,320
30.57

2,705,738
2,628,230

70,176

人(H20.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.16]

類似団体内順位

[ 69/129 ]

全国市町村平均
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南大東村の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [88.7%]

類似団体内順位
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [484,122円]

類似団体内順位

[ 114/129 ]

全国市町村平均
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沖縄県市町村平均

110,057

(円)
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500,000

0

1,699,986
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [87.1]

類似団体内順位

[ 14/129 ]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [33.33人]

類似団体内順位

[ 118/129 ]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [20.5%]

類似団体内順位

[ 96/129 ]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [1,711,020円]

類似団体内順位
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

南大東村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
●財政力指数：類似団体平均とほぼ同等であるが、財政基盤が弱いため、消費的経費の削減に努め、地方税の徴収強
化（現年度分９８．５％・滞納分２０％）を目標に取組みを通じて、財政基盤の強化を図る。
●経常収支比率：昨年度に比べ９．５％抑制されたが、類似団体平均を上回っている。特に大きい割合は公債費で３０．
７％をしめている。これは（庁舎建設事業・一般廃棄物事業・臨時地方道整備事業等）の整備により多額の起債をしたもの
による。今後は、公債費適正化計画のもと、公債費の抑制を図る。人件費についても、退職者不補充による職員数の削
減、集中改革プラン（平成２２年４月１日現在において約６．１％を削減し、総職員数４６人体制を目指すとともに行財政改
革の取り組みを断行し、義務的経費の削減に努める。
●ラスパイレス指数：適正な給与体系により類似団体を下回っている。今後もより一層の給与の適正化を図る。
●実質公債費比率：類似団体を大きく上回っているが、単年度、実質公債比率は１６．３％と前年度より△６．２％と抑制さ
れた。今後、減債基金の活用等、公債費適正化計画のもと、辺地・過疎対策事業を活用し交付税基準財政需要額を確保
するとともにに事業の優先度を明確にし、起債発行の抑制を図り、平成２１年度までに１８％以下を指す。

●人口１人当たり地方債現在高：類似団体平均を上回っている主な要因は、平成１２年度庁舎建設事業（総事業費７２２，５
４６千円うち起債額３１８，４００千円）であるが今後は新規地方債の抑制に努め、５年後には類似団体平均の水準となるよう
努める。
●人口１，０００人当たり職員数：類似団との部門ごとに比較すると、消防関係が非常備消防設置による常勤職員１人配置
によるものである。又、農林水産関係・土木関係の超過数が多い要因については、土地改良事業（農業基盤整備事業）の推
進、１島・１村による港湾荷役業務・空港管理業務を行っていることによるものである。今後、平成２２年４月１日現在におい
て、職員数６，１％削減し総職員４６人体制を目指し適切な定員管理に努める。
●人口１人当たり人件費・物件費等決算額：類似団体に比べ高くなっている要因は、主に人件費を要因としており、人口１人
当たりの職員数３３．３３人と類似団体と比べ高くなっている。今後は、人件費を含め物件費及び維持補修費も抑制していく
必要がある。






